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廃棄物の適正処理〜廃棄物⾏政の原点〜

• ⽣活の中で必ず発⽣する「ごみ」や「し尿」は、適切に処理しなければ、市⺠の⽣活環境
や公衆衛⽣への悪影響が直ちに懸念される。

• また、事業活動の中で発⽣する廃棄物の処理は、排出事業者にとってコストであり、適正
な処理が進むように、適切な枠組みが整っていることが必要。

• 他⽅、迷惑施設と受け⽌められがちな廃棄物処理施設は、⽴地までに多くの労⼒が必要と
なることが多い。

• 戦後、我が国は、責任主体の明確化と廃棄物の処理を⾏う業や施設の許可制を軸とした必
要な法規制と施設整備の⽀援により、廃棄物の適正処理を確保してきた。

不法投棄件数

ゴミの増⼤と多様化 処理施設への忌避感
• 適正処理困難物の出現
• ゴミ処理の押し付け合い
• 不法投棄

⽣じる事態

市⺠、起業家の感覚経済成⻑の裏返し
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律の概要（※改正法施⾏後）

産業廃棄物
事業活動に伴って⽣じた廃棄物のうち、燃え殻、

汚泥、廃油、廃プラスチック類等

⼀般廃棄物
産業廃棄物以外の廃棄物

（家庭から排出されるごみ等）

廃棄物 汚物⼜は不要物であって固形状⼜は液状のもの（放射性物質等を除く。）

・報告徴収⽴⼊検査
・改善命令
・措置命令
・管理票に係る勧告

・許可
・報告徴収⽴⼊検査
・改善命令
・定期検査

・許可
・報告徴収

⽴⼊検査
・改善命令

都
道
府
県
知
事

政
令
市
⻑

・許可
・報告徴収・⽴⼊検査
・改善命令・措置命令

・許可
・報告徴収⽴⼊検査
・改善命令
・措置命令
・管理票に係る勧告

市
町
村
⻑

• 処理基準の遵守
• 再委託の禁⽌

⼀般廃棄物処理業者

・処理基準の遵守
・再委託の禁⽌

⼀般廃棄物
処理施設設置者

特例・認定
○再⽣利⽤認定制度 ⼤規模再⽣利⽤を⾏う者を環境⼤⾂が認定。

（認定例）・廃⾁⾻粉をセメント原料として利⽤
○広域認定制度 廃棄物の減量等に資する広域的処理を⾏う者を環境⼤⾂が認定。

（認定例）・廃パソコン ・廃⼆輪⾃動⾞ ・廃消⽕器
○無害化認定制度 ⽯綿、ＰＣＢの無害化処理を⾏う者を環境⼤⾂が認定。
○熱回収施設設置者 熱回収（廃棄物発電・余熱利⽤）の機能を有する施設
認定制度 の設置者を都道府県知事が認定。

○優良認定制度 優良な産業廃棄物処理業者を都道府県知事が認定

○不法投棄・不法焼却・無許可営業
５年以下の懲役or１千万円以下の罰⾦⼜は併科
○委託基準違反・改善命令違反
３年以下の懲役or３百万円以下の罰⾦⼜は併科
※ 法⼈の場合３億円以下の罰⾦刑

罰則

廃

棄

物

処

理

に

係

る

主

な

規

制

分類

国の
役割

有害使用済機器

使⽤を終了し、
収集された機器の
うち、有害なもの

• 届出義務
• 保管基準等

の遵守

有害使⽤済機器
保管等業者

・報告徴収
⽴⼊検査

・改善命令
・措置命令

○ 基本⽅針、廃棄物処理施設整備計画の策定 ○ 技術開発・情報収集
○ 処理基準、施設基準、委託基準の設定 ○ 廃棄物の輸出の確認、輸⼊の許可 等

都
道
府
県
知
事

政
令
市
⻑

市町村
• ⼀般廃棄物処理計画の策定
• ⼀般廃棄物を⽣活環境保全上の⽀障が

⽣じないうちに処理しなければならない
• 処理基準の遵守
• 委託基準の遵守

処理責任
• 産業廃棄物を⾃ら処理

しなければならない
• 保管基準、処理基準の遵守
• 委託基準の遵守
• 管理票の交付・保存義務

排出事業者 処理責任

• 維持管理基準の遵守
• 維持管理積⽴⾦の積⽴義務

産業廃棄物
処理施設設置者

• 処理基準の遵守
• 再委託の原則禁⽌
• 管理票の回付・送付義務
• 優良事業者の認定

産業廃棄物処理業者
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産業廃棄物における排出事業者の処理責任

・実際の処分者等が⽀障の除去
等の措置を講ずることが困難

・⽀障除去等の措置を採らせる
ことが適当

・事業者は、その事業活
動に伴つて⽣じた廃棄物
を⾃らの責任において適
正に処理しなければなら
ない。

（法第３条第１項）
・事業者は、その産業廃

棄物を⾃ら処理しなけれ
ばならない。

（法第11条第１項）

○事業者⾃らによる処理
事業者は、⾃らその産業廃棄物の運搬⼜は処分を⾏
う場合には、・・・産業廃棄物処理基準・・・に従
わなければならない。（法第12条第１項）

○処理の委託
事業者は、その産業廃棄物の運搬⼜は処分を他⼈に
委託する場合には、・・・産業廃棄物収集運搬業
者・・・産業廃棄物処分業者・・・にそれぞれ委託
しなければならない。 （法第12条第５項）
【委託に伴う義務】
・委託した場合の最終処分までの注意義務

（適正な処理料⾦を負担、処理責任を実地に確認等、
必要な措置を講ずるように努めなければならない。）

・委託に当たっての委託基準の遵守義務
（委託契約は書⾯により⾏われなければならない等）

・管理票交付義務等
（産業廃棄物管理票（マニフェスト）を交付、⼀定期
間内に管理票の写しが送付されてこない場合は状況把
握・適切な措置を講じなければならない。）

措
置
命
令
︵※

︶
の
対
象

違反

違反

※⼀定要件下での、⽀障の除去等の措置の命令
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○平成29年２⽉の中央環境審議会において、「排出事業者が、⾃らの責任で主体的
に⾏うべき適正な処理事業者の選定や処理料⾦の確認・⽀払い等の根幹的業務を、
規制権限の及ばない第三者に委ねることにより、排出事業者としての意識が希薄化し、
適正処理の確保に⽀障を来すことのないよう、都道府県・市町村、排出事業者等に対
して、排出事業者の責任の徹底について改めて周知を図るべき」と指摘。
○「廃棄物処理に関する排出事業者責任の徹底について（通知）」（平成29年3⽉
21⽇）を発出。排出事業者責任とその重要性及び規制権限の及ばない第三者の
あっせん等による不適正処理のおそれについて周知した。
○「排出事業者責任に基づく措置に係る指導について（通知）」（平成29年６⽉20
⽇）を発出。排出事業者が果たすべき責務（適正な処理料⾦による委託や現地確
認による処理状況の確認など）をチェックリストにまとめ、周知した。

産業廃棄物における排出事業者の処理責任

第三条 事業者は、その事業活動に伴つて⽣じた廃棄物を⾃らの責任において適正に
処理しなければならない。

排出事業者責任

排出事業者責任に係る通知等



２不法投棄・不適正処理対策
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不法投棄件数及び投棄量の推移

注）
１.都道府県及び政令市が把握した産業廃棄物の不法

投棄事案のうち、１件あたりの投棄量が10ｔ以上の事

案（ただし、特別管理産業廃棄物を含む事案は全事
案）を集計対象とした。

２.白抜き部分については、次のとおり。
平成15年度：大規模事案として報告された岐阜市事案
平成16年度：大規模事案として報告された沼津市事案
平成18年度：平成10年度に判明していた千葉市事案
平成20年度：平成18年度に判明していた桑名市多度

町事案
平成22年度：平成21年度に判明していた滋賀県日野

町事案
平成27年度：大規模事案として報告された滋賀県甲賀

市事案、山口県宇部市事案及び岩手県久慈市事案
平成30年度：大規模事案として報告された奈良県天理

市事案、平成28年度に判明していた横須賀市事案、
平成29年度に判明していた千葉県芝山町事案(2件)

令和元年度：平成26年度に判明していた山口県山口
市事案、平成28年度に判明していた倉敷市事案

令和２年度 ：大規模事案として報告された青森県五所

川原市事案、栃木県鹿沼市事案、京都府八幡市事
案、水戸市事案

３.硫酸ピッチは本調査の対象から除外している。

４.フェロシルト事案は本調査の対象から除外してい
る。
なお、フェロシルトは埋立用資材として、平成13年8
月から約72万ｔが販売・使用されたが、その後、製

造・販売業者が有害な廃液を混入させていたことが
わかり、不法投棄事案であったことが判明したが、既
に、不法投棄が確認された１府３県の45か所におい
て、撤去・最終処分が完了している。

※量については、四捨五入で計算して表記しているこ
とから合計値が合わない場合がある。

44.4万t

21.9万t

40.8万t

42.4万t
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廃棄物処理法に基づく不法投棄事案への対応

排出事業者に適正処理責任

未然防⽌未然防⽌

産業廃棄物管理票制度（特に電⼦マニフェストの活⽤）
最終処分が適切に終了するまでの措置

不法投棄︓５年以下の懲役⼜は千万円以下の罰⾦（法⼈
３億円）、未遂罪の創設
無確認輸出︓ ５年以下の懲役⼜は千万円以下の罰⾦（法
⼈１億円）、未遂罪、予備罪

業許可制度、委託契約書の締結義務
優良産廃処理業者認定制度の運⽤
（環境配慮契約における優良認定事業者の優遇措置等）

①マニフェスト制度の徹底

⑤監視の強化

②適正な処理を確保するための対策

③不法投棄等の罰則

④適正な施設の確保
施設許可制度、廃棄物処理センター制度、維持管理積⽴⾦制度

報告徴収（法第18条）・⽴⼊検査（法第19条）等、
パトロール事業、不法投棄ホットライン、
地⽅環境事務所と都道府県等の連携、現場対応マニュアルの作成

⑨適正処理推進センターを通じた⽀援

⑧代執⾏・費⽤請求（法第19条の8）
いとまがない場合、措置命令に従わない場合、原因者等不明の
場合に都道府県等が代執⾏（⾏政代執⾏法の特例）

代執⾏を⾏った都道府県等に対して７／１０補助
※残分３／１０のうち８０％を特別交付税措置

⑥改善命令（法第19条の3）
処理基準・保管基準に違反した事業者、産業廃棄物処理業
者、国外廃棄物を輸⼊した者等に対する改善命令

⑦措置命令（法第19条の5・6）
処理基準・保管基準に違反した保管、収集、運搬⼜は処分を
⾏った者、委託をした者、排出事業者等に対する⽀障の除去等
の措置

⽀障の除去⽀障の除去

都道府県・政令市が監視等

◎盛⼟による災害防⽌対応
廃棄物混じり盛⼟の発⽣防⽌、早期発⾒・対処、盛⼟総点検で
産業廃棄物が確認された危険盛⼟に対して都道府県等が実施す
る調査及び⽀障除去等事業への⽀援
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産業廃棄物不法投棄等の原状回復措置に対する⽀援

⽬的

事業概要

産業廃棄物の不法投棄等事案について、都道府県等の⽀障除去等事業を⽀援することにより、
産業廃棄物の不法投棄等に起因する⽣活環境保全上の⽀障の除去等を推進する。

不法投棄等による⽣活環境保全上の⽀障⼜はそのおそれがあるものについては、都道府県等に
おいて、⾏為者等に対して可能な限り早期に⽀障除去等を実施させることとしている。
しかしながら、⾏為者等の資⼒が乏しい場合や不明の場合等は、都道府県等が⾏政代執⾏により

⽀障除去等事業を実施せざるを得ないケースが⽣じており、当該都道府県等に対して当該事業に
係る費⽤の⼀部を補助⾦等により⽀援するものである。

都道府県等

補助⾦※１

基⾦
（産業廃棄物適正処理

推進センター）

●廃棄物処理法第13条の15に基づき設置した基⾦による⽀援

産業界 出えん※１

国

・平成９年改正廃棄物処理法(平成10年６⽉17⽇施⾏)により、⾏政代執⾏規定及び基⾦制度が創設

事業スキーム

※1 毎年度の造成割合⽬標 産業界︓国＝４︓３
※2 ⽀出割合 ⽀援決定年度当初の産業界と国の基⾦残⾼の割合

<財政⽀援>
補助率︓ 7／10 ※2

交付税算⼊率︓80％
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（参考）基⾦への出えんについて

企業・団体にご出えんいただくに当たり、以下のような⽅策を実施中
○ 感謝状の贈呈・報道発表（出えん企業・団体のリストを添付）（年度ごと︓R3.12〜）
○ 環境省ウェブサイトでの、出えん企業・団体の名称・ウェブサイト（出えん関係）URLの公表
○ 新たな出えんがあった場合は、その旨を、環境省公式SNS（Twitter等）、環境省新着情報
メール配信サービスで発信

今後の予定
○ 出えん企業・団体の適正処理や不法投棄防⽌に関する活動を取りまとめて、基⾦運営法⼈
のウェブサイトに掲載

※ 本基⾦への出えんは、特定公益増進法⼈に対する寄付として、税制優遇を受けることが可能
＜ 感謝状 ＞ ＜ Twitter＞ ＜ 環境省ウェブサイト ＞
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盛⼟による災害防⽌に向けた取組①

２ 盛⼟による災害の防⽌に関する検討会（有識者会議）（9/30、10/29、12/10、12/20開催）

○関係府省が構成員となり、盛⼟の総点検と災害防⽌のための対応⽅策を協議し、令和３年12⽉27⽇
に盛⼟による災害防⽌のための関係府省連絡会議申合せを議決
議 ⻑︓ 内閣官房副⻑官補（内政担当）
構成員︓ 内閣官房、内閣府、警察庁、総務省、農林⽔産省、経済産業省、国⼟交通省、環境省等の局⻑級職員

○盛⼟による災害の防⽌に向け、有識者が対応⽅策等について検討し、提⾔を取りまとめ、令和３年12⽉
24⽇に公表

１ 盛⼟による災害防⽌のための関係府省連絡会議（8/10開催、12/27開催）※幹事会４回開催

３ 盛⼟の総点検
○８⽉11⽇に国⼟交通省、農林⽔産省、環境省が共同で都道府県知事宛に盛⼟の総点検を依頼。
令和４年３⽉末時点のとりまとめ結果で、廃棄物の投棄等が確認された盛⼟は142箇所。

○令和３年７⽉３⽇に熱海市伊⾖⼭の逢瀬川において⼟⽯流が発⽣し、下流で甚⼤な被害が発⽣
○令和３年７⽉１⽇からの⼤⾬に係る⽀援策とりまとめ （令和３年７⽉３０⽇ 令和３年７⽉１⽇から
の⼤⾬被災者⽣活・⽣業再建⽀援チーム）抜粋
危険な盛⼟の総点検を⾏うとともに、有識者・会議・関係省庁連絡会議を⽴ち上げ、点検状況を踏

まえ、危険個所への対応や⼟地利⽤規制など安全性を確保するために必要な対応策を検討する。

熱海市⼟⽯流災害について

座⻑︓中井 検裕（東京⼯業⼤学環境・社会理⼯学院教授）委員︓16名（⼤学教授、関係機関職員、⾃治体⾸⻑）
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盛⼟による災害防⽌に向けた取組②

○盛⼟の総点検で確認された危険が想定される盛⼟のうち、廃棄物の不法投棄等の可能性があるもの
について、都道府県等が調査及び⽀障除去等を⾏う場合には、その費⽤の⼀部を補助※

※国⼟交通省と農林⽔産省が⾏う盛⼟の調査及び危険箇所対策の⽀援事業と連携

○有識者会議の提⾔の内容を踏まえ、関係省庁と連携の上、盛⼟による災害防⽌のための対策を進め
る。

盛⼟による災害の防⽌に関する検討会提⾔（令和３年12⽉24⽇）（抜粋）
３．危険な盛⼟等の発⽣を防⽌するための仕組み
（５）廃棄物混じり盛⼟の発⽣防⽌等
○ 建設現場等において⼟と廃棄物をできるだけ分別した上で、適切な処理を⾏う必要がある。

○ 廃棄物の処理については既に厳格に規制されているところではあるが、建設現場等における遵守体制を
さらに強化することが重要である。

○ これらの取組を⾏ってもなお、廃棄物が混じった盛⼟が発⽣した場合に、早期発⾒及び迅速な⾏政処分
等を可能とするための対処体制が不可⽋である。

環境省の対応
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廃棄物混じり盛⼟の発⽣防⽌等のための⽅策（検討会提⾔より）

①マニフェスト管理等の強化
○排出事業者（元請業者）への⽴⼊調査時における、マニフェスト交付の確認
○建設⼯事における電⼦マニフェスト利⽤の促進

②関連事業者の法令遵守体制の強化
＜建設現場パトロールの強化＞
○⾃治体の建設リサイクル担当部局、環境部局、労働基準監督署が連携し実施している建設現場

パトロールの強化
＜廃棄物処理法違反等に対するペナルティ強化＞
○廃棄物処理法違反に対する建設業法に基づく建設業者へのペナルティの強化
＜地⽅⾃治体との優良事例・来策の共有＞
○廃棄物担当部局と警察との連携等に関する優良事例（例︓警察ヘリによるパトロール、併任警察官

や警察官OBの活⽤）を収集し、新たな法制度所管部局に共有
○環境省主催の地⽅公共団体向けセミナー、廃棄物混じり⼟対策のポイントを説明・共有

③廃棄物混じり盛⼟等への対処体制の確⽴
○地⽅公共団体に対し、関係部局間の関係通報情報の共有や⾏政処分等の迅速化と積極的な告発

等について周知徹底
○産業廃棄物の不法投棄等事案に対する技術的助⾔事業、及び国⺠からの通報を受け付ける

不法投棄ホットライン（産廃110番）で⼊⼿した関係情報を新たな法制度所管部局へ提供
○廃棄物混じり盛⼟の撤去等を⾏う都道府県等に対し、廃棄物の処分費等の財政⽀援

（盛⼟の危険箇所対策等を⾏う関係省庁と連携して実施）
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令和５年度概算要求における不法投棄・不適正処理対策予算（案）



３産業廃棄物処理業者に係る取組
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優良産廃処理業者認定制度

• 通常の許可基準よりも厳しい基準をクリアした優良な産廃処理業者を、都道府
県・政令市が審査して認定する制度。

• 優良認定許可件数 12,374件、優良認定業者数 1,433者（令和３年8
⽉31⽇時点）

認定基準 基準の概要
実績と遵法性 従来の産業廃棄物処理業の許可の有効期限において特定不利益処分を受けていない

事業の透明性 会社情報、許可内容、施設及び処理の状況、経営財務、料⾦、組織体制、事業場の
公開に関する項⽬を⼀定期間継続してインターネットを利⽤する⽅法により公表し、かつ、
所定の頻度で更新している

環境配慮の取組 ISO14001規格⼜はエコアクション21（相互認証された他の規格の認証を含む）を取得
している

電⼦マニフェスト 電⼦マニフェストに加⼊しており、電⼦マニフェストが利⽤可能である
財務体質の健全性 ①直前３年の各事業年度における⾃⼰資本⽐率が零以上であること。

②次のイ⼜はロのいずれかの基準に該当すること。
イ直前３年の各事業年度のうちいずれかの事業年度における⾃⼰資本⽐率が10パーセント以上であるこ
と。
ロ前事業年度における営業利益⾦額等が零を超えること。
③直前３年の各事業年度における経常利益⾦額等の平均値が零を超えること。
④産業廃棄物処理業等の実施に関連する税、社会保険料及び労働保険料について、滞納していないこと。
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優良産廃処理業者認定制度のメリット

優良認定業者のメリット
① 許可の有効期間が７年間に延⻑される（通常は５年間）
② 優良マークが表⽰された許可証などにより、排出事業者へアピールできる
③ インターネット上で優良認定業者リストに掲載され、ネットで検索される
④ 財政投融資による優遇措置がある（⽇本政策⾦融公庫の低利融資）
⑤ 許可申請時の添付資料を⼀部省略できる
⑥ 環境配慮契約法の「産業廃棄物の処理に係る契約」の⼊札で有利となる

産業廃棄物を排出する事業者のメリット
① 排出事業者責任の履⾏（優良認定業者が公表している産業廃棄物処理状況や施設処理能⼒

等の情報を⼗分に⽐較・吟味した上で、処理委託先を選定した場合、注意義務が果たされているこ
とを⽰す⼀つの要素として考慮される）

② インターネット上で容易に優良な処理業者を探し、詳細情報を得ることで、安⼼で優れた委託先候
補を選択できる（令和３年10⽉１⽇（⾦）から「さんぱいくん」において、産業廃棄物処理業者の
許可に係る情報及び優良産廃処理業者に対する特定不利益処分に係る情報が表⽰される機能
を新たに追加）

③ 優良認定業者に委託している場合は、処理状況を公表情報により間接的に確認できる
④ 多量排出事業者報告に優良認定業者への委託量を記載し、環境に配慮した事業活動の実施をア

ピールできる
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産業廃棄物分野のデジタル化に関する取組

電⼦マニフェストの普及
 令和３年度の電⼦マニフェストの普及率は71.7%となり、循環基本計画に定める⽬標

（2022年度70％）を前倒し達成。新たな⽬標の設定について検討中。
 電⼦マニフェスト⼀部義務化（R2.4施⾏）について、対象範囲の拡⼤の検討を開始予定。
 規制改⾰実施計画（R2.7閣議決定）に基づき、環境省において、マニフェストのオンライ

ン利⽤率の引上げの基本計画を策定・改定し、利⽤促進に取り組んでいる。
産廃処理業者情報の⼀元公開
 産廃処理業者許可情報は、環境省の産業廃棄物⾏政情報システムに各都道府県等が登録。
 産廃振興財団のウェブサイトにおいて、⾏政情報システムと連携した許可情報及び許可取消

処分情報を公開している。あわせて、優良産廃処理業者が⾃らの情報を登録している「優良
さんぱいナビ」も⼀元的に公開し、排出事業者等が検索することができる。

産業廃棄物関係の⾏政⼿続の申請・届出等システムの構築
 産廃処理業者・排出事業者が国及び都道府県等に対して⾏う⾏政⼿続について、クラウド

サービスを活⽤した申請・届出等システムの構想に着⼿。令和７年度の運⽤開始を⽬指す。
アナログ規制等の⾒直し
 「デジタル原則に照らした規制の⼀括⾒直しプラン」（令和４年６⽉デジタル臨調）に基づ

き、⽬視、検査・点検、実地監査、常駐・専任等のアナログ規制の⾒直し検討を開始。
 令和４年度から、導⼊可能なデジタル技術を活⽤した⾏政による指導・監視、事業者が⾏う

⽬視点検の⾃動常時監視化、廃棄物処理施設の維持管理基準に係る判断の⾃動化等の実現可
能性の検討を⾏う。
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電⼦マニフェストの普及拡⼤

平成29年廃棄物処理法改正により、年間50トン以上の特管産廃（PCB 廃棄物を除
く。）を排出する事業場で特管産廃の処理を委託する場合に、電⼦マニフェストの
使⽤を義務化（令和２年４⽉施⾏。ただし、近距離に電マニ対応業者がいない場合
や、常勤職員が全員65歳以上の場合等は除外。）

 第四次循環型社会形成推進基本計画において、電⼦マニフェストの普及
率を2022年度（令和４年度）において70％に拡⼤することを⽬標
→ 令和3年12⽉末時点で達成(令和４年３⽉末時点の普及率︓71.7％ )

 新たな⽬標設定に向けた検討

⽬標

 規制改⾰実施計画（令和２年７⽉閣議決定）に基づき、マニフェス
トのオンライン利⽤率の引上げの基本計画を策定

 都道府県・政令市に対して事務連絡を発出し、以下の取組を依頼。
• 未加⼊の処理業者・排出事業者に対する加⼊の働きかけ
• 公共⼯事における利⽤の促進
• 排出事業者としての地⽅⾃治体による利⽤の促進

取組
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産業廃棄物⾏政情報システムの概要



４資源循環分野の脱炭素化
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政府全体
の取組

環境再⽣・資
源循環局内で

の取組

政府の
マイルストーン

• 2050年カーボンニュートラルの宣⾔
菅内閣総理⼤⾂が所信表明演説にて2050年カーボンニュートラルを⽬指すことを表明

• 2030年度温室効果ガス46％削減の表明
地球温暖化対策推進本部において、菅総理が2030年度に、温室効果ガスを2013年度から
46%削減を⽬指し、50%の⾼みへの挑戦を続けることを表明

• 「廃棄物・資源循環分野における中⻑期シナリオ（案）」の策定
第38回循環型社会部会（令和３年８⽉）において、廃棄物・資源循環分野の2050年GHG排
出実質ゼロ達成に向け、対象とするGHG排出の範囲やGHG削減対策の実施にあたっての基本的
な考え⽅を整理した。

• 地域脱炭素ロードマップの策定
国・地⽅脱炭素実現会議において取りまとめられ、
重点対策の⼀つとして「資源循環の⾼度化を通じた循環経済への移⾏」が盛り込まれた

• 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略の策定
14の重要分野（「資源循環関連産業」を含む）ごとに、⾼い⽬標を掲げた上で、
現状の課題と今後の取組を明記し、あらゆる政策を盛り込んだ実⾏計画を策定

• 地球温暖化対策計画の閣議決定
地球温暖化対策として、3R（廃棄物等の発⽣抑制・循環資源の再使⽤・再⽣利⽤）＋Renewable（バイオマ
ス化・再⽣材利⽤等）を始めとするサーキュラーエコノミーへの移⾏及び循環経済⼯程表の今後の策定に向けた具
体的検討が定められた。

• パリ協定に基づく⻑期戦略
地域において⼤幅な温室効果ガス排出削減を実現するには、循環型社会の構築や循環経済への移⾏が必要であ
る旨盛り込まれた。

• 地球温暖化対策の推進に関する法律 改正法施⾏
2050年までのカーボンニュートラルの実現を明記

廃棄物・資源循環分野に関わる脱炭素化に向けた最近の動き

• 第四次循環基本計画の第２回点検及び循環経済⼯程表の策定
現⾏の第四次循環基本計画に、２年に１回程度、計画に基づく施策の進捗状況の評価・点検を⾏
うことが明記されており、進捗点検の評価・結果について、循環経済⼯程表として取りまとめ

た。
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extension://elhekieabhbkpmcefcoobjddigjcaadp/https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/clean_energy_kondan/dai2/siryou2.pdf

クリーンエネルギー戦略における資源循環分野の位置づけ
・総理指⽰の下、本年５⽉に取りまとめられたクリーンエネルギー戦略（中間整理）において、GX実現
のための共通基盤の１つとして、資源循環の取組も位置付けられた。
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2050CNに向けた廃棄物・資源循環分野の基本的考え⽅

・3R+Renewableの考え⽅に則り、廃棄物の発⽣を抑制するとともにマテリアル・ケミカルリサイクル
等による資源循環と化⽯資源のバイオマスへの転換を図り、焼却せざるを得ない廃棄物についてはエネ
ルギー回収とCCUSによる炭素回収・利⽤を徹底し、2050年までに廃棄物分野における温室効果ガス
排出をゼロにすることを⽬指す。
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第四次循環基本計画の第２回点検及び循環経済⼯程表の策定

• 現⾏の第四次循環基本計画に、２年に１回程度、計画に基づく施策の進捗状況の評価・点検を⾏うことが
明記。

• 令和３年10⽉22⽇に改訂された地球温暖化対策計画に、「サーキュラーエコノミーへの移⾏を加速するた
めの⼯程表の今後の策定に向けて具体的検討を⾏う」と記載。

• 令和3年8⽉の循環部会で議論された廃棄物・資源循環分野における2050年温室効果ガス排出実質ゼロに
向けた中⻑期シナリオ（案）に、ライフサイクル全般での資源循環に基づく脱炭素化の可能性について、
各分野と意⾒交換を進めることが重要と記載。

•

• 循環計画のうち「ライフサイクル全体での徹底的な資源循環」を重点点検分野と設定するとともに、これ
と密接に関連する分野（持続可能な社会づくりとの統合的取組、多種多様な地域循環共⽣圏形成による地
域活性化、適正処理の更なる推進と環境再⽣、適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推
進など）について、点検評価を⾏うもの。

• 現⾏の第四次循環基本計画の進捗点検の評価・結果について、循環経済⼯程表として取りまとめた。
• 案の事前検討段階から広く国⺠の意⾒を反映させるためにパブリックコンサルテーションを実施した上で、

循環部会で議論を重ね、令和４年8⽉に取りまとめに向けた最終的な審議を⾏った。

スケジュール
12/9  循環型社会部会 ︓ 第四次循環基本計画の第2回点検及び循環経済⼯程表の策定について
1/18 〜 2/28              ︓ 事前意⾒募集
3/16                          ︓ ワークショップ
4/5 循環型社会部会 ︓ 要素案、「国の取組に係る進捗状況表」の審議
5/23 循環型社会部会 ︓ 素案の審議
6/27 循環型社会部会 ︓ 案の審議
7/1 〜 7/30 ︓ パブリックコメント
8/25 循環型社会部会 ︓ 取りまとめに向けた審議
9/6 循環経済⼯程表の公表

概要

背景
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 循環型社会形成推進基本法に基づく３Rと経済的側⾯・社会的側⾯を統合した取組

 循環経済（価値の最⼤化、資源投⼊量・消費量抑制、廃棄物発⽣最⼩化）への移⾏

︓本業を含めた経済活動全体の転換、 ３Ｒ＋Renewable（バイオマス化、再⽣材利⽤等）

 循環経済アプローチの推進などにより資源循環を進めることにより、ライフサイクル全体における温室効果

ガスの低減に貢献

 全体的な環境負荷削減（⽣物多様性、⼤気・⽔・⼟壌）

 循環経済関連ビジネスを成⻑のエンジンに、GXへの投資

 経済安全保障の抜本的強化。

持続可能な社会に必要な物資の安定供給に貢献。

 地域活性化等社会的課題解決、国際的循環経済体制、

各主体の連携・意識変⾰・⾏動変容

 必要なモノ・サービスを、必要な⼈に、

必要な時に、必要なだけ提供

2050年を⾒据えて⽬指すべき循環経済の⽅向性

Renewable

炭素貯留

炭素回収・利⽤3番⽬

再⽣利⽤ Recycle3番⽬

最終処分（埋⽴）

発⽣抑制 Reduce1番⽬

発⽣抑制 Reduce1番⽬

⽣産
（製造・流通等）

消費・使⽤中間処理
（焼却・リサイクル）

熱回収4番⽬

適正処分5番⽬

天然資源投⼊量の抑制
環境配慮設計

廃棄

天然資源

再使⽤ Reuse2番⽬

循環経済実現時の資源の有効活⽤の取組

2050年の循環型社会に向けて
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カーボンニュートラルと循環経済（サーキュラーエコノミー）の同時達成

28

コークス製造 1%

石油製品製造、ガス製造 2%

事業用発電・熱供給 33%

農林水産鉱建設業 2%
食品飲料 1%

繊維 0.4%
パルプ･紙･紙加工品 1%

化学工業 5%窯業･土石製品 2%

鉄鋼 11%

非鉄金属 0.2%
機械 1%

製造業（上記を除く） 0.3%

業務他

（第三次産業）
5%

運輸

（旅客）
9%

運輸

（貨物）
7%

家庭 4%

工業プロセス及び

製品の使用 4%

廃棄物 3%
その他（間接CO2等） 0.3%

廃棄物、工業プロセスなど 0.4%
農業 他 2%

廃棄物、工業プロセスなど 0.4%
農業 他 1% 半導体その他製品製造 1%

冷蔵庫及び空調機器 3.8%

その他 0.3%

エネルギー起源の
⼆酸化炭素（CO2）

⾮エネルギー起源
の⼆酸化炭素
（CO2）

メタン（CH4）

⼀酸化⼆窒素（N2O） 代替フロン等4ガス

資源循環が
貢献できる余地あ

り
計36%

 持続可能な社会経済システムを実現するた
めには、循環経済を実現するとともに、
カーボンニュートラルへの移⾏を同時達成
していくことが必要。

 我が国の温室効果ガス排出量（電気・熱配
分前）のうち、廃棄物分野の排出量である
3%を含め、資源循環が貢献できる余地が
ある部⾨の排出量は36%と推計
（2020年度に、全排出量1,149百万トンCO2換算のう

ち、413百万トンCO2換算）。

 3R+Renewableの考え⽅に則り、廃棄物
の発⽣を抑制するとともにマテリアル・ケ
ミカルリサイクル等による資源循環と化⽯
資源のバイオマスへの転換を図り、焼却せ
ざるを得ない廃棄物についてはエネルギー
回収とCCUSによる炭素回収・利⽤を徹底
し、2050年までに廃棄物分野における温
室効果ガス排出をゼロにすることを⽬指
す。

GHG種類、貢献余地の有無別、部⾨別の内訳（電気・熱配分前）
（2019年度（令和元年度）温室効果ガス排出量確定値）

[温室効果ガスインベントリを基に作成]

我が国全体における全排出量のうち資源循環が貢献できる余地がある部⾨の割合
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2030年までの施策①_素材ごとの⽅向性

2030年各分野における
施策等の⽅向性

バリューチェーン全体でのロスゼロ

再⽣材の活⽤・新規投⼊のバイオマス化、
燃やさざるを得ない場合の熱回収徹底

ライフサイクル全体での最適化
アジア域での重要鉱物の資源循環

付加価値の⾼い再⽣利⽤

⾃然の中で再⽣される
ペースを超えない利⽤

デジタル技術を活⽤したトレーサビリティの
担保・循環経済関連ビジネス基盤
物質・エネルギー両⽅の脱炭素シナリオ研究、
資源循環の取組による脱炭素効果定量分析

プラスチック資源循環法に基づく
３Ｒ+Renewable、市場ルールの形成

廃溶剤のアップサイクル等廃油のリサイクル推進

分別回収の参画、AI等の活⽤による選別⾼度化、
動静脈連携等による国内資源循環の促進
アジアを中⼼とした国々で再資源化が困難な使⽤済み
製品等からの⾦属の再資源化

セメント製造⼯程での有⽤⾦属回収、副産物・廃棄物・処理
困難物利⽤拡⼤、混合セメント利⽤拡⼤

原材料使⽤の効率性向上、環境配慮設計、
建築物⻑寿命化

再⽣利⽤が困難なバイオマス廃棄物等を原料とした
持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）の製造・供給に向けた取組

廃棄物系バイオマスの活⽤、⾷品廃棄物ゼロエリアの創出、フードドライブ等

脱炭素社会に向け
たシナリオ分析を踏
まえた定量的知⾒
の充実

素材ごとの⽅向性

プラスチック
廃油

バイオマス

⾦属

⼟⽯系
建設材料

循環経済関連ビジネス80兆円以上

プラ戦略
マイルストーン
プラ回収量倍増

⾷品ロス
400万トン
以下

⾦属リサイクル
原料

処理量倍増
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2030年までの施策②_製品ごとの⽅向性

ライフサイクル全体で徹底的な
資源循環を⾏うフローに最適化

⽣産段階での環境配慮設計、
再⽣可能資源利⽤の促進

使⽤段階でのリユース、リペア、メンテナンス、
サブスクリプション等、新たなビジネスモデル

良質な社会ストックの形成・維持による発⽣抑制、
有効活⽤できる建築資材の再使⽤

建設系廃プラの再資源化等のため、
速やかに建設リサイクル法含めた制度的対応を含めた検討

コンパクトで強靱なまちづくり
対象エリアから取り残された災害に脆弱な地域で、

災害時廃棄物発⽣量低減・防災⼒向上の観点から施策検討

⾃動⾞ライサイクル全体の脱炭素化
⾃動⾞リサイクルプロセスそのものの脱炭素化

現在の排出実態の
早急な把握
削減効果、電動化影響、
蓄電池排出状況分析

⼩電
年14万トン回収 サービス化や付加価値の最⼤化を図る

循環経済関連の新たなビジネスモデル

⾃動⾞リサイクル分野における脱炭素
戦略の検討

廃家庭⽤エアコンの回収推進によるHFC回収量増

リサイクル技術の⾼度化を含め
３Rに関する技術開発・設備導⼊LIB・鉛蓄電池の適正なリユース・リサイクル

⽕災発⽣防⽌対策に向けた総合的な対応策

太陽光発電設備のリユース・リサイクルを促進するため、
速やかに制度的対応を含めた検討

サステナブル
ファッション実

現

社会全体での適量発注・
適量⽣産・適量購⼊・循環利⽤⾐類回収システム・リサイクル技術⾼度化に向けた実態把握

関係省庁⼀丸となった体制整備

ラベリング・情報発信
新たなビジネスモデル、環境配慮設計

製品ごとの⽅向性

建築物

⾃動⾞

⼩電・家電

温暖化対策等により
新たに普及した
製品や素材

ファッション

各分野における
施策等の⽅向性

循環経済関連ビジネス80兆円以上
2030年
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2030年までの施策③_その他各分野の⽅向性

事業者と投資家等との開⽰・対話に関する取組の後押し、
サプライチェーン全体での取組評価

循環経済関連ビジネスの実証フィールド国家、
ESG投資が呼び込まれる社会

地域・社会全体への循環経済関連の新たなビジネスモデル普及、
トレサビ確保、効率性向上

地域の循環経済移⾏、デジタル技術・ロボティクス等
最新技術の徹底活⽤⽀援

包括的な技術開発・社会実装の
ための新たな⽀援策

実⾏計画の策定

脱炭素技術評価検証、官⺠連
携⽅策検討

廃棄物処理システム・施設整備
⽅針等検討

2050年カーボンニュートラル実現に
向けた取組

廃棄物を地域の資源として活⽤
資源循環分野における地域循環共⽣圏を構築推進するための
ガイダンスの策定
分散型の資源回収拠点ステーションや対応した施設整備に向けた運営・
機能⾯等含めた施策検討

廃棄物を適正に処理するための
システム・体制・技術の堅持

3R+Renewableに当たって、製品安全、有害物質リスク管理、
不法投棄・不適正処理防⽌

産廃最終処分場残余年数について、
2019年度の⽔準（17年分）を維持（2025年度）

適正な国際資源循環体制の構築
⻑期戦略・計画策定⽀援、関連制度整備⽀援、⼈材育成、
循環インフラ標準化、福岡⽅式の海外展開

⼆国間協⼒、環境インフラ海外展開、G7・G20活⽤、
アジア太平洋地域のプラットフォーム構築・拡⼤

我が国循環産業や
資源循環モデル海外展開

循環経済関連
ビジネスの成⻑

各主体の適切な役割分担、
業種・分野を超えた多様な主体間連携

循環経済パートナーシップ（J4CE）の活⽤

様々な教育の場の活⽤、⼈材育成、
物質循環と温室効果ガス算定ツールの整備

循環経済
関連ビジネス

廃棄物処理
システム

地域の
循環システム

適正処理

国際的な
循環経済促進

各主体による
連携、⼈材育成

各分野における
施策等の⽅向性

循環経済関連ビジネス80兆円以上
2030年
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脱炭素関係の実証事業の⽀援措置の事例について



５有害廃棄物対策（⽔銀・⽯綿・POPs等）
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• ⽔俣条約により、令和２年末時点で⽔銀添加製
品の製造・輸出⼊が原則禁⽌されたため、今後
徐々に、有価物としての⽔銀の需要が縮⼩し、
廃棄の必要性が増すことが⾒込まれる。

• ⽔俣条約を踏まえた廃棄物処理法の政省令改正
やガイドライン改定により、廃⽔銀等の最終処
分⽅法は規定された。
⇒これらを踏まえ、今後、国内における廃⽔銀

等の最終処分先の確保が必要。

廃⽔銀等の最終処分場の確保

• ⽔銀汚染防⽌法の附帯決議に基づいて、⽔銀
⾎圧計等の回収（処理）促進を⾏っている。

• 医療機関や教育機関に関しては、⽇本医師会
等や⾃治体の教育委員会等と協⼒して、集団
で⽔銀⾎圧計等の回収を⾏うモデル事業の実
施、マニュアルの策定を実施し、現在も継続
して⾃主回収の普及促進事業を実施している。
⇒引き続き退蔵されている⽔銀使⽤製品等の
回収促進を実施

⽔銀⾎圧計等の回収促進

⽔銀廃棄物について

• ⽔俣条約は、⽔銀及び⽔銀化合物の⼈為的な排出から⼈の健康及び環境を保護するため、
⽔銀の⼈為的な排出を削減し、地球的規模の⽔銀汚染の防⽌を⽬指すものとして、平成29
年８⽉16⽇に発効。

• ⽔俣条約を踏まえて⽔銀廃棄物に関しては、廃棄物処理法の政省令を改正し、新たに廃⽔
銀等の特別管理廃棄物への指定（平成28年４⽉１⽇施⾏）や、⽔銀使⽤製品産業廃棄物、
⽔銀含有ばいじん等の廃棄物区分を設定（平成29年10⽉１⽇施⾏）等を⾏った。

水銀廃棄物に関する今後の課題
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⽯綿廃棄物について

⽯綿に関連する産業廃棄物は、廃棄物処理法において２つの分類に定義されており、廃⽯綿等は特別管理産業
廃棄物としての規制を受け、⽯綿含有産業廃棄物は通常の産業廃棄物に上乗せの規制を受ける。
・廃⽯綿等（特管物）･･･吹付け⽯綿、⽯綿を含む保温材など、⾶散性が⾼く、⼈健康・⽣活環境被害

を⽣ずるおそれがある性状
・⽯綿含有産業廃棄物･･･⽯綿含有スレート（波板、ボード）など、潜在的に⼈健康・⽣活環境被害を

⽣ずるおそれがある性状（破砕等により⾶散）
⼯作物の新築、改築、⼜は除去に伴って⽣じた産業廃棄物であって、⽯綿を
その重量の0.1%を超えて含有するもの

処理の基準（⾶散防⽌、溶融・無害化、埋⽴処分等）についても廃棄物処理法において定められている。

⽯
綿
廃
棄
物

【⽯綿含有廃棄物等処理マニュアル（第３版）】（令和３年３⽉改定）
⼤気汚染防⽌法等の改正に伴い、新たに作業基準等が定められた⽯綿含有仕上塗剤の廃棄物に関する取扱い等に
ついて整理を⾏い、マニュアルの改定を⾏った。

【主な改正のポイント】
⽯綿含有仕上塗材の廃棄物の取扱いについて

 ⽯綿含有仕上塗材の廃棄物は、これまで廃⽯綿等（特別管理産業廃棄物）か⽯綿含有産業廃棄物（上
乗せの基準が定められた産業廃棄物）かが分かれていたところ、⽯綿の⾶散性の評価試験を⾏い、⽯
綿含有産業廃棄物として区分することとした。ただし、性状が粉状・汚泥状であることから、保管時、
運搬時の⽯綿の⾶散防⽌及び廃棄物の流出防⽌として、耐⽔性材料による⼆重梱包を⾏うこととした。

 ⽯綿含有廃棄物は、これまで主に「がれき類」、「ガラスくず、コンクリートくず、陶磁器くず」に
該当していたところ、⽯綿含有仕上塗材の廃棄物は除去⼯法によっては「汚泥」に該当する可能性が
ある。なお、汚泥に該当した場合は、⽯綿含有廃棄物であっても、安定型最終処分場には埋め⽴てる
ことはできない。

直
近
भ
対
応
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POPｓ廃棄物について

POPs廃棄物に関する今後の対応

• 平成13年に採択されたストックホルム条約で残留性有機汚染物質(POPs)が指定され、平
成21年以降に順次物質が追加されており、条約の規定によりそれらを含有する廃棄物は、
POPsの特性を⽰さなくなるように分解等の適正な処理をする必要がある。

• POPs廃農薬については、平成16年度にPOPs廃農薬の処理に関する技術的留意事項を、平
成21年に指定されたPFOSについては、平成22年度にPFOS含有廃棄物の処理に関する技
術的留意事項を策定。引き続き、新規に指定される物質を含有する廃棄物の適正処理⽅法
等に関して必要な検討を⾏う。

• PFOAやPOP-BFR（臭素系難燃剤）等、新たに指定されたPOPsについて、適正処理に向け
た調査・検討、実証試験等を実施。得られた知⾒をもとに、新たなガイドライン等の検討
を⾏っている。

農薬（エンドスルファン等） 消火薬剤（PFOS）

車両シート ブラウン管テレビ

（POP-BFR）

POPs
含有物の例
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• 政府の新型コロナウイルス感染症対策本部で決定された基本的対処⽅針において、廃棄物処理は「国⺠⽣活・国⺠経
済の安定確保に不可⽋な業務」として位置づけられ、緊急事態宣⾔時にも事業の継続が求められている。 ※⽣活ごみ
(年間約4千万トン)､産業廃棄物(年間約3.8億トン)を適正処理

• 環境省としても、医療提供体制の維持や国⺠⽣活・国⺠経済の安定のため、廃棄物処理体制の確保、現場での感染防
⽌対策等に全⼒で取り組んでいる

॥
ট
ॼ
対
応

新型コロナウイルス感染症に係る
ワクチン廃棄物の取扱いに

関するチラシ

感染性廃棄物について（コロナ含む）

 BCPの策定、広域処理の実施、
焼却炉の点検の頻度の柔軟な運
⽤等について通知

 感染拡⼤等により廃棄物の緊急
処理が必要な際に、市町村⻑、
都道府県知事⼜は環境⼤⾂の指
定した者が処理を⾏える制度を
創設

 廃棄物処理業の資⾦繰り⽀援の
ため、廃棄物処理業を中⼩企業
向けセーフティネット保証５号
の指定業種に追加。また、政府
の各種企業⽀援制度の内容等を
随時周知

廃棄物処理体制の維持

 法令に基づく基準・マニュアル
等の周知

 家庭、医療機関、廃棄物処理業
者向けQ&Aやチラシ等の作成・
周知

 適正処理・感染防⽌・処理体制
維持の対策を取りまとめた「廃
棄物に関する新型コロナウイル
ス感染症対策ガイドライン」の
策定

 ワクチンの接種に伴って排出さ
れる廃棄物の取扱いに係る留意
事項をとりまとめ、現場におけ
る対策や注意点をまとめたチラ
シとともに地⽅公共団体、業界
団体及び医師会等に対して周知

適正処理・現場の感染防⽌の徹底

具体的な対応

【感染性廃棄物処理マニュアルの改定】（令和４年６⽉）

・廃棄物分野における新型コロナウイルス感染症の拡⼤への対応で得られた知⾒等を踏まえて、感染性廃棄物の
より⼀層の適正処理推進に資するよう、改定を⾏った。
・主な改定のポイントは、感染性廃棄物の梱包についての明確化等。

感
染
性

廃
棄
物



６ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物処理に向けた取組
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ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物処理事業について

※計画的処理完了期限の１年前まで

ＰＣＢは⼈の健康や環境への有害性が確認されている⼯業的に合成された化合物であり、トランスやコンデンサ⽤の
絶縁油、熱媒体、潤滑油等に利⽤されている。分解されにくいため、環境中に残留していることが知られている。

• 昭和43年 ⻄⽇本を中⼼に広域で、⽶ぬか油へのPCB混⼊による⾷中毒「カネミ油症事件」が発⽣。
• 昭和47年 ⾏政指導によりPCB使⽤製品の製造中⽌、回収等の指⽰。（国内使⽤量 累計約5.4万トン）

 約30年間、⺠間主導で処理施設の⽴地が試みられたが、全て失敗（39戦39敗）
→ 処理の停滞・保管の⻑期化

 この間に、⾼圧変圧器・コンデンサー等 約1.1万台が紛失（平成10年 厚⽣省調査）
→ 漏洩等による環境リスクの増加

歴史と課題

• 令和３年９⽉ 北九州市、⼤阪市、豊⽥市、北海道へ処理継続
等の要請を実施。令和４年４⽉までに要請受⼊
の回答を受領。

• 令和4年5⽉ 処理継続等、ＰＣＢ廃棄物処理基本計画の変更を
閣議決定。

⾼濃度PCB廃棄物の処理完遂に向けて、今後の処理⾒通し
を踏まえ、事業終了準備期間も活⽤した処理を明記。

事業終了後に発⾒された北九州事業対象地域内の変圧器・
コンデンサー等については、⼤阪事業所及び豊⽥事業所で
の広域処理を実施。

現在

• 平成13年 PCB特措法成⽴。
 国が主導し、全国５か所にJESCO（中間貯蔵・環境安全
事業株式会社）の処理施設を、施設⽴地地域のご理解、
ご協⼒の下、平成16年〜平成25年にかけて順次設置。

• 平成26年 各施設の処理期限（当初は平成28年７⽉）を延⻑。
再延⻑は無いこと等を約束。

• 平成28年 PCB特措法改正。
 処分期間内（計画的処理完了期限の１年前まで）の処分の
義務づけ等、期限内処理を確実にするための事項を措置。
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世界的に、一部のPCB使用地域から、全く使用していない地域

（北極圏等）への汚染の拡大が報告されたこと等を背景として、
国際的な規制の取組が始まり、残留性有機汚染物質に関する
ストックホルム条約（PoPs条約）が平成16年(2004)5月に発効し
た。

この条約では、PCBに関し、令和7年(2025)までの機器内におけ
る使用の廃絶、令和10年(2028)までの適正な管理が求められ
ており、我が国は平成14年8月にこの条約を締結している。

（参考）
1. PoPs (Persistent Organic Pollutants: 残留性有機汚染物質）とは

① 環境中で分解しにくい（難分解性）
② 食物連鎖などで生物の体内に濃縮しやすい（高蓄積性）
③ 長距離を移動して、極地などに蓄積しやすい（長距離移動性）
④ 人の健康や生態系に対し有害性がある（毒性）

のような性質を持つ化学物質。

2. ストックホルム条約の目的
リオ宣言第15原則に掲げられた予防的アプローチに留意し、残留性有機汚染物質から、人の健康の保護及び

環境の保全を図る。

残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約の概要
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各事業地域における⾼濃度PCB廃棄物の処理の進捗状況

ＪＥＳＣＯ豊田事業 （令和 ５年 ３月）

ＪＥＳＣＯ東京事業 （令和 ５年 ３月）

ＪＥＳＣＯ北海道事業 （令和 ５年 ３月）ＪＥＳＣＯ大阪事業 （令和 ４年 ３月）
ＪＥＳＣＯ北九州事業 （平成 ３１年 ３月）

変圧器類 100％【処理完了】
コンデンサー類 100％【処理完了】

変圧器類 99％
コンデンサー類 99％

変圧器類 99％
コンデンサー類 99％

変圧器類 100％
コンデンサー類 100％

変圧器類 99％
コンデンサー類 97％

令和４年７⽉末（速報値）時点の
処理の進捗率

安定器・汚染物等 74％

安定器・汚染物等 89％
北九州・大阪・豊田事業 （令和 ４年３月）

北海道・東京事業 （令和 ６年 ３月）

（ ）は計画的処理完了期限

• JESCOには、令和４年７月末（速報値）時点で、変圧器 約1.61万台、コンデンサー 約37.6万台の
計約39.2万台が、処理対象として登録等されており、このうち変圧器 約1.6万台、コンデンサー
約37.3万台の計約38.9万台を処理した。
登録台数に対する処理の進捗率（全国平均）は、変圧器約99%、コンデンサー約99%である。
• 安定器・汚染物等については、約2.2万トンが登録されており、このうち約1.8万トンを処理した。

処理の進捗率（全国平均）は約81%である。

⾼圧変圧器、
コンデンサー等

約40万台

登録 39.2万台

処理 38.9万台
約１万台

紛失

約１万台未登録
（今後の掘り起こし量を含む）

0.3万台
未処理
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低濃度ＰＣＢ廃棄物のさらなる処理推進に係る課題について

「ＰＣＢ廃棄物の適正処理に向けた更なる処理推進に係る課題への対応方針」（令和3年11月9日 ＰＣＢ廃棄物適
正処理推進に関する検討委員会取りまとめ）

◎低濃度ＰＣＢ廃棄物
○ 低濃度ＰＣＢ廃棄物の令和９年３⽉31⽇までの処分委託を確実に達成するため、全体的な実

態の把握に努めるとともに、ＰＣＢ廃棄物処理基本計画に記載の課題（※１）を踏まえつつ、
使⽤中の機器等の交換や廃⽌、保管中のものの分析や廃棄など、処分委託契約の促進に向けた
取組を促進することについて、引き続き、検討会等において検討する必要。

○ 無害化処理認定施設等における低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理実績や、洗浄によるPCB除去
（※２）の実績を踏まえ、ＰＣＢ廃棄物の全量処理に向けた処理技術の⾼度化を引き続き
検討していく必要。

○ 低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理と脱炭素化の取組を両⽴していく必要。

（※１）低濃度PCB廃棄物に関しては、PCB特措法制定以降にその問題が発覚したため使用中のものが相当数あること、PCBに汚染

されている可能性がある使用中の機器や封じきり機器について、使用を停止または廃止しないと汚染の有無が確認できない
ことなど。

（※２）課電自然循環洗浄法

低濃度PCB廃棄物の処理先

 都道府県及び政令市の長による許可施設及び環境大臣による無害化処理認定施設で処理。
※処理施設ごとに、処理可能な品目が異なる。

低濃度PCB廃棄物の種類
 微量のＰＣＢに汚染された廃電気機器、可燃性のＰＣＢ汚染物等（100,000mg/kg以下）、

不燃性のＰＣＢ汚染物等（5,000mg/kg以下）

変圧器・コンデンサ等 柱上変圧器 OFケーブル 金属くず、コンクリくず、廃油等
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低濃度PCB廃棄物の早期処理を実施するために、古い工場やビルにおいて使用または
保管されている、PCB汚染の可能性がある絶縁油が使用された電気機器等を確認でき
るよう、調査方法や処分方法等を「低濃度PCBに汚染された電気機器等の早期確認の
ための調査方法及び適正処理に関する手引き」としてとりまとめ。（令和4年3月）
本編は基本的な事項をとりまとめ、詳細版は具体的な調査方法等を整理。
事例等を掲載すると共に、「封じ切り機器や絶縁油の封入量が少量である小型の変圧

器等では、確実にPCBが使用された絶縁油に由来するものでないことが銘板情報等か
ら明らかであれば、分析値がなくても低濃度PCB廃棄物とみなして無害化処理事業者に
委託して処理できる」旨※を案内。
低濃度PCB早期処理情報サイトや啓発用の動画・チラシ・パンフレットを作成するととも

に、今年度において関係省庁を通じて当該手引きに係わる業界団体向け説明会を実施。

本編 技術者向け詳細版

低濃度PCBに汚染された電気機器等の早期確認のための調査⽅法及び適正処理に関する⼿引き

（※）「低濃度PCB廃棄物の処理に関するガイドライン －焼却処理編－」にも掲載
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無害化処理事業者の認定／許可の状況

【令和4年７月末現在の状況】

(1)無害化処理認定（大臣認定）

事業者数 32事業者（33施設）*

◎焼却方式 22事業者（23施設） *
（内、筐体処理：15事業者）
* うち1事業者が２施設で認定取得

◎洗浄方式 10事業者
（内、分解・洗浄方式：2事業者）

移動式 8事業者
固定式 2事業者

(2)都道府県市の長の許可

事業者数 4事業者

◎焼却方式 2事業者（2施設）
(内、筐体処理：1事業者）

◎洗浄方式 1事業者（固定式）

◎分解方式 1事業者（固定式）
無害化処理認定数及び微量PCB汚染廃電気機器の
焼却処理能力推移（エコシステム山陽を含む）

*認定事業者数：焼却方式では施設数

3 5 8
16 19 22 22 24 24 23 23 23
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11 10 10 11 10
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認定事業者数累計(洗浄⽅式)

認定施設数累計(焼却⽅式)

認定数累計（再認定含む）

焼却処理能⼒（トン/⽇）

低濃度PCB廃棄物の無害化処理等体制の整備状況について

国の責務（PCB特別措置法第5条）
・PCBに係る情報の収集、整理や活⽤、技術開発、体制整備、その他措置等に努めなければならない。
⇒引き続き、今後の低濃度PCB廃棄物処理体制の維持に向けた取組・検討を進める。
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● J&T環境(株)（旧東京臨海ﾘｻｲｸﾙﾊﾟﾜｰ(株)）

油

●

◎(株)クレハ環境
油・筐体・汚染物

●

杉田建材(株)
油・筐体・汚染物

群桐エコロ(株)
油・筐体・汚染物

●

●

◎エコシステム秋田(株)
油・筐体・汚染物

オオノ開發(株)
油・筐体・汚染物

DINS関西 (株)
油・汚染物

◎エコシステム山陽(株)
※岡山県知事許可施設

油・筐体・汚染物
三光(株)

油・筐体・汚染物

●

ユナイテッド計画(株)
油・筐体・汚染物

●
◎(株)富山環境整備

油・筐体・汚染物

環境開発(株)
油・汚染物・ドラム缶

光和精鉱(株)
油・筐体・汚染物

JX金属苫小牧ケミカル(株)
油・筐体・汚染物

(株)富士クリーン
油・筐体・汚染物

● ●

●

●

●

●

●

●

●

油：低濃度PCB廃油
筺体：微量PCB汚染廃電気機器等の容器及び内部部材等
汚染物：低濃度PCB汚染物及び処理物
◎：10％以下の可燃性汚染物を処理可能な施設

認定：23施設
許可： 2施設

（筐体を処理可能な
施設は15施設）

◎三池製錬(株)
汚染物

●

赤城鉱油(株)
油・筐体・汚染物

●●

三重中央開発(株)

※三重県知事許可施設
油・汚染物

●

●

エコシステム小坂(株)
汚染物

エコシステム千葉(株)
油・汚染物

(株)太洋サービス
油・筐体・汚染物

◎神戸環境クリエート(株)
油・汚染物

(株)ジオレ・ジャパン
油

（令和４年５月末現在）

●

●

東京鐵鋼(株)
油・筐体・汚染物

●

J&T環境(株)（旧ＪＦＥ環境(株)）

油・汚染物

●

低濃度PCB廃棄物の無害化処理施設 《焼却⽅式》
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低濃度PCB廃棄物の無害化処理施設 《洗浄⽅式》
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▼ ◎
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1 ● (株)かんでんエンジニアリング 洗浄（移動式） 

2 ★ 北電テクノサービス(株） 洗浄（移動式） 

3 ● (株)神鋼環境ソリューション 洗浄（移動式） 

4 ▼ ゼロ・ジャパン(株） 洗浄・分解（移動式） 

5 ★ 中国電機製造(株） 洗浄（移動式） 

6 ▼ 東芝環境ソリューション(株） 洗浄・分解（移動式） 

7 ★ (株）電⼒テクノシステムズ 洗浄（移動式） 

8 ● 九電産業(株） 洗浄（移動式） 

9  北海道電⼒ネットワ－ク(株） 洗浄（固定式） 

10 ◎ (株)イオン 洗浄（固定式） 

 
参
考 

▽ 
(株)中部環境ソリューション 

洗浄（移動式）※1 
 洗浄（固定式）※2 

● ⽇本シーガテック(株） 洗浄（移動式）※3 
 注）移動式は無害化処理認定申請記載の実施場所

（処理が完了した場所を含む）
※1 平成30年６⽉廃⽌
※2 平成31年４⽉廃⽌
※3 令和３年12⽉廃⽌

（令和４年２⽉末現在）

ａ ▲ 東京パワーテクノロジー(株) 洗浄（固定式）川崎市 

ｂ ■ ⽇本海サービス(株） 分解（固定式）富⼭市 
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令和５年度概算要求におけるPCB廃棄物処理対策予算（案）



７廃棄物等の輸出⼊対策
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バーゼル条約の概要

 正式名称︓「有害廃棄物の国境を越える移動及び
その処分の規制に関するバーゼル条約」

 概 要︓ 有害廃棄物の輸出⼊を規制
 成 ⽴︓ 1989年バーゼル（スイス）で採択、1992年発効
 経 緯︓ 1980年代、先進国から環境規制の緩い途上国への

有害廃棄物の不適正輸出が多発
 締約国 ︓ １９０か国１機関１地域（2022年8⽉現在）
 ポイント ︓

有害廃棄物の国内処理の原則・越境移動の最⼩化
輸出に先⽴つ事前通告・同意取得の義務
移動書類の携帯（移動開始から処分まで）
不法取引発⽣時の輸出者の国内引き取り義務（再輸⼊、処分等）
 OECD加盟国間では条約の⼿続を簡素化した協定が結ばれている

バーゼル条約：途上国の環境保護のため、有害廃棄物の輸出入を規制する条約
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バーゼル条約を担保するための国内法の枠組み

バーゼル条約

バーゼル法
（特定有害廃棄物等の輸出⼊等の

規制に関する法律）
特定有害廃棄物等の輸出⼊を規制

【外為法に基づく承認】
（環境⼤⾂は環境汚染防⽌に関する確認）
• 輸出︓環境⼤⾂の確認が必要（ただし、⼀部の

OECD加盟国向けのものは例外あり）
• 輸⼊︓必要があれば環境⼤⾂は意⾒を陳述

廃棄物処理法
（廃棄物の処理及び

清掃に関する法律）

廃棄物の輸出⼊を規制
【廃棄物処理法に基づく輸出確認及び輸⼊許可】
• 輸出・輸⼊の際に、環境⼤⾂の確認（許可）が

必要
（輸出・輸⼊の承認は、廃棄物処理法に基づく確認・
許可を受け、別途外為法で⾏われる）

関係法令︓ 外国為替及び外国貿易法（外為法）、関税法
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バーゼル法の概要
バーゼル条約の国内担保法として、越境移動を伴う有害廃棄物（廃電⼦基板、使⽤済鉛

蓄電池等）等が環境上適切に管理されることを⽬的とし、有害廃棄物等の越境移動に際し
て、輸出国等から輸⼊国に対する「事前通告及び同意」⼿続や「移動書類」の携帯等を義
務付け。
バーゼル法はバーゼル条約の国内担保法（経産省と環境省の共管）として、外為法に基

づく輸出⼊承認（途上国輸出等は加えて環境⼤⾂確認等）、移動書類の携帯等の義務
を規定。

輸出国政府 輸⼊国政府

１．事前通告

２．同意回答

３．輸出⼊

＜バーゼル⼿続のイメージ＞

移動書類の携帯

輸出承認（⼀部環境⼤⾂確認） 輸⼊承認

※ 事前通告と同意回答は条約に基づく政府間の義務、⾚字は我が国バーゼル法に基づく事業者の義務。

輸出者 輸⼊者

（必要な場合
環境⼤⾂意⾒）
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バーゼル法・廃棄物処理法の規制対象の概念図

バーゼル法
の規制対象物

廃棄物処理法
の規制対象物

廃棄物処理法 規制対象物

いわゆる
有価物等

廃 棄 物

特定有害廃棄物等
（バーゼル物）

⾮特定有害廃棄物等

有害性を判断

価値等を総合的に判断
（※）

バーゼル法 規制対象物

（処分（リサイクルを
含む）がされる物）

（処分（リサイクルを
含む）がされる物）

鉛蓄電池 鉄スクラップ⽯炭灰
廃蛍光灯 紙くず

実際に輸出⼊実績のあるも
のの例（個別には、有害性
分析、廃棄物該当性の評
価により判断）

※ 廃棄物への該当性は、以下の判断要素を勘案して総合的に判断することとされている。
①物の性状（環境基準等への適合状況等）、②排出の状況（排出前や排出時における品質の管理
等）、③通常の取扱い形態（廃棄物処理事例の有無等）、④取引価値の有無（処理料⾦に相当
する⾦品の授受等）、⑤占有者の意思 等

いわゆる
有価物等
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廃プラスチック等の規制対象化

廃棄物管理の能⼒が低い国ではリサイクルの過
程で環境中に流亡し、海洋汚染の懸念も。

バーゼル条約附属書改正（2021年1⽉発効）

• プラスチック廃棄物による海洋汚染の指摘を受け、バーゼル条約締約国会議（COP14）において、
プラスチックの廃棄物を新たに条約の規制対象に追加する条約附属書改正が決議。

• これにより、全てのプラスチックの廃棄物（バーゼル条約の規制対象及び規制対象外を含む）が網羅
的にバーゼル条約において規定された。

• 本附属書の改正を受け、我が国は廃プラ等を規制対象とするため、バーゼル法省令を改正。また、規
制対象のプラスチックを判断するための該⾮判断基準を策定し、税関等と協⼒して輸出⼊管理を⾏っ
ている。

バーゼル条約で途上国への流れを
輸出⼊の段階で管理

〈途上国における廃プラの不適正処理〉 〈該⾮判断基準に基づく輸出⼊管理〉

税関の職員等が容易に判断でき、また、判断の
ばらつきが⽣じにくい基準を、汚れ、異物の混
⼊、素材の単⼀性等の観点から策定。

シップバック（返送）防⽌と
円滑な輸出⼊環境確保の両⽴

対
象
外

対
象
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